

























Early Yara Administration and “Okinawa Return Issue”
Selection of “Okinawa Nation”
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政党などから成る「革新共闘会議」(議長は喜屋武眞栄復帰協会長 )は、1968 年 (昭和 43年 )４月、
沖縄教職員会会長の屋良朝苗を、「革新」統一候補として決定した。そして６月５日、五つのスロー
ガン (①即時無条件全面返還、② B52 と核基地の撤去・基地と安保に反対、③日本国憲法の適用
と国政参加の実現、④基地経済から平和経済への建て直し・県民生活の安定向上、⑤タクシー汚職・

























同党が祖国復帰に本格的に取り組むのは、57年 6月 5日付け「大統領行政命令 10713 号」5 に
より、沖縄が極東軍司令官の指揮下から国防長官の直轄下に入り、琉球列島米国民政府の長として
高等弁務官（High Commissioner）が置かれるといった沖縄統治政策の転換まで待たなければな













67 年 11 月に至り、佐藤・ジョンソン会談・日米共同声明において施政権返還が絵空事ではな
くなったことを受けて、返還を円滑に行うため、沖縄と本土との「一体化政策」の必要性が沖縄・
本土双方で主張されるようになり、経済・文化・教育の各分野で本土との格差是正を図ろうとする
動きが活発化した。これを受けて、同年 12 月 9日の第五回民主党定期大会では、「返還に備えた
本土との一体化促進」を決議するとともに、政界においては、いち早く本土との一体化が図られ、
沖縄民主党 (総裁：松岡政保 )は「沖縄自由民主党」(第 2次 )と改称した。
68 年 11 月の公選主席選挙に向けて同党が掲げた公約は、沖縄・日本の優れた「民族の資質」
を強調しつつ、本土復帰に備えて「一体化政策」を強力に推進することを基本とし、「1970 年ま
でに施政権返還のメドをつける。」、復帰の際の米軍基地は「本土並みを目標」とした。


























れの施政方針文書 14 からみてみよう (表 2)。
表 1　1969 年行政主席選挙得票数 ( 地域別 )13
屋良朝苗 西銘順治 野底武彦 計
北部地域 26,045 32,386 24 58,455
中部地域 83,299 61,951 78 145,328
那覇地域 66,136 48,276 127 114,539
南部地域 38,813 34,947 37 73,797
宮古地域 12,830 17,224 7 30,061
八重山地域 10,520 11,425 6 21,951
























































































比 (68 年度 )をみると第 3次産業が 70.1％と異常な高さを示しており、就業者の 32％が直接・間
接に基地に依存して生活していると分析されている。
雇用の状況を見ると、完全失業者は毎年約 3,000 人 (完全失業率 0.7％ )程度で、他の先進諸国
イギリス 2.1％、アメリカ 4.6％、西ドイツ 1.8％、日本１％に比べてかなり低く、表面上は完全
雇用の状態となっているが、労働条件を理由とした転職希望者が 3万人、新卒の就職希望者 1万
5,000 人、軍関係雇用者の大量解雇 (1970 年 5月までに 2,400 人 )、その他潜在的失業者の問題が
報告されている。
68 年 5月に行われた全琉共通世論調査の結果をみても、「前年に一人当たり国民所得が 428 弗






































































府関係者から随時説明を受けた。また、本土政府系の特殊法人・南方同胞援護会 27 の大浜信泉 (沖
縄出身 )や末次一郎との話し合いを行った。この年、南方同胞援護会は第五次訪米使節 (大浜会長、














「佐藤訪米阻止」の動き 30 には同調しない、などについて話し合っている 31。
さらに、屋良は、8月 15 日の全国戦没者追悼式 (武道館 )に出席した後、佐藤総理ほか政府首
脳との会見を行った。この会見を記録した屋良のメモを見ると、特に、毒ガス兵器の貯蔵 32 や
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抜き、本土並み」の立場を示唆した。第 61回国会・参・予算委議事録第九号 6～ 8頁





27 1956 年 11 月、「軍用地問題」を契機として、自由民主党・沖縄問題特別委員会が提唱し、野
党も歩調を合わせるかたちで「財団法人・南方同胞援護会」(翌年特殊法人化 )の設立を支援した。
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